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29・12・15

歳入決算総額
423億4,580万9千円

（5.3％）
市民１人当たりの額
354,068円

市　税
212億4,618万2千円
50.2％（2.0％）
177,647円国庫支出金

64億8,350万1千円
15.3％（10.1％）
54,211円

都支出金
61億8,575万1千円
14.6％（12.3％）
51,721円

市　債
4億7,250万円
1.1％（18.2％）
3,951円

繰越金
15億8,817万8千円
3.8％（3.1％）
13,279円

使用料及び手数料
8億5,236万2千円
2.0％（0.6％）
7,127円

その他
9億3,765万9千円
2.2％（△24.5％）
7,840円

地方交付税
4,169万1千円
0.1％（△13.1％）

348円

分担金及び負担金
3億7,837万8千円
0.9％（14.7％）
3,164円

地方特例交付金
6,108万6千円
0.1％（5.0％）
511円

繰入金
17億8,729万8千円
4.2％（92.3％）
14,944円

地方消費税交付金
23億1,122万3千円
5.5％（△10.5％）
19,325円

歳入歳出決算額
％は、歳入歳出決算総額に対する比率
（　）内は、前年度に対する増減率
市民１人当たりの額
人口119,598人（平成29年３月31日現在）

民生費
180億6,670万5千円
44.9％（1.8％）
151,062円

衛生費
42億4,281万1千円
10.6％（1.9％）
35,475円

総務費
53億5,604万8千円
13.3％（7.8％）
44,784円

教育費
30億6,426万3千円
7.6％（△2.5％）
25,621円

土木費
44億2,054万6千円
11.0％（28.8％）
36,962円

公債費
26億7,213万5千円
6.6％（△2.5％）
22,343円

消防費
17億5,841万円
4.4％（4.9％）
14,703円

その他
6億6,261万6千円
1.6％（△11.9％）
5,540円

扶助費
103億6,873万5千円
25.8％（8.0％）
86,697円

公債費
26億7,213万5千円
6.6％（△2.5％）
22,343円

物件費
65億5,138万4千円
16.3％（0.9％）
54,778円

人件費
60億2,144万6千円
15.0％（1.9％）
50,347円

補助費等
49億3,287万7千円
12.2％（3.0％）
41,245円

繰出金
34億1,437万1千円
8.5％（△13.6％）
28,549円

投資的経費
37億7,331万1千円
9.4％（33.5％）
31,550円

その他
24億8,473万円
6.2％（11.5％）
20,776円

歳　入

歳　出

[図A］ 一般会計決算状況

目的別

歳出決算総額
402億4,353万4千円

（4.2％）
市民１人当たりの額
336,490円

※国で定めた基準（普通会計）で算出しているため、一般会計決算額とは異なります
性質別（普通会計）：地方財政状況調査による

歳出決算総額
402億1,898万9千円

（4.4％）
市民１人当たりの額
336,285円

多摩26市
平均 
91.2％

  （93.5%）

多摩類似団体
平均
88.9％

  （89.8%）

（％）

70.0
74.0
78.0
82.0
86.0
90.0
94.0
98.0
102.0

多摩市東久留米市国分寺市武蔵野市小金井市

［図Ｂ］経常収支比率（多摩類似団体との比較）

※■ の（　）内は減収補てん債（特例分）および臨時財政対策債を
経常一般財源等に加えない場合

（90.6）（90.6）90.690.6

（99.8）（99.8）

93.893.8（92.9）（92.9）92.992.9

（80.8）（80.8）80.880.8

（92.7）（92.7）92.792.7

　

市
で
は
、
納
め
て
い
た
だ
い
た
市
税
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
い
る
か

な
ど
、
財
政
に
関
す
る
事
項
の
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
く
た
め
、
定
期
的

（
年
２
回
）
に
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
お
知
ら
せ
す
る
の
は
、
平
成　

年
度
の
決
算
概
要
お
よ
び
平
成　

２８

２９

年
度
上
半
期
（
４
月
１
日
〜
９
月　

日
）
の
状
況
で
す
。
（
６
〜
８
面
に

３０

も
掲
載
）

　
「
平
成　

年
度
小
金
井
市
一
般
会
計
・
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書
」

２８

（
１
部
３
千　

円
）
は
会
計
課
（
市
役
所
第
二
庁
舎
１
階
）
で
、
「
平
成

２００

　

年
度
主
要
な
施
策
の
成
果
に
関
す
る
説
明
書
・
基
金
の
運
用
状
況
に
関

２８す
る
調
書
」
（
１
部
千
円
）
は
、
財
政
課
で
販
売
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
決
算
書
等
は
、
図
書
館
本
館
お
よ
び
情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
（
市

役
所
第
二
庁
舎
６
階
）
で
ご
覧
い
た
だ
け
る
ほ
か
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

も
公
開
し
て
い
ま
す
。

 

財
政
課
財
政
係（
市
役
所
本
庁
舎
２
階
☎　

儿　

儿
９
８
０
２
）

０４２

３８７

問

最小の経費で最大の効果最小の経費で最大の効果をを

特別会計決算状況
形式収支歳出決算額歳入決算額最終予算額補正予算額当初予算額区　　分

５３,０３３１２,２０２,４６７１２,２５５,５００１２,８８２,６９３４９０,１４２１２,３９２,５５１国民健康保険

３２,９５９１,３８４,４６９１,４１７,４２８１,４３４,５２８△６３,９８９１,４９８,５１７下 水 道 事 業

１２０,９２１７,２２６,０３４７,３４６,９５５７,６５３,０７３△２１８,０６９７,８７１,１４２介 護 保 険

７,７２５２,４５９,８０６２,４６７,５３１２,４７３,２８２１２,９１６２,４６０,３６６後期高齢者医療

２１４,６３８２３,２７２,７７６２３,４８７,４１４２４,４４３,５７６２２１,０００２４,２２２,５７６合 計

（単位：千円）

「「選選ばばれれるるままちち小小金金井井市市」」ををめめざざししてて「選ばれるまち小金井「選ばれるまち小金井市市」」をめざしてをめざして
平成28年度決算の概要

　

平
成　

年
度
は
、
歳
入
の
根
幹

２８

で
あ
る
市
税
収
入
は
、
雇
用
・
所

得
環
境
の
改
善
、
新
築
家
屋
の
増

に
よ
り
市
都
民
税
・
固
定
資
産
税

は
増
と
な
り
ま
し
た
が
、
税
制
改

正
に
よ
り
法
人
市
民
税
が
減
と
な

っ
た
こ
と
や
、
地
方
譲
与
税
・
税

連
動
交
付
金
が
減
と
な
っ
た
こ

と
、
普
通
交
付
税
が
昨
年
度
に
引

続
き
不
交
付
と
な
っ
た
こ
と
等
に

よ
り
、
財
政
調
整
基
金
の
大
幅
な

取
り
崩
し
等
に
頼
る
財
政
運
営
と

な
り
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
財
政

状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

予
算
規
模
は
、
当
初
予
算　

億
４０２

　

万
円
に
８
回
の
補
正
予
算　

億

４００

１９

３
千　

万
８
千
円
、
繰
越
事
業
費

８０１

繰
越
財
源
充
当
額
１
億
５
千　

万
４０９

１
千
円
を
加
え
、
総
額　

億
９
千

４２２

　

万
９
千
円
で
し
た
。
こ
れ
に
対

６１０す
る
決
算
額
は
、
歳
入
総
額
が　
４２３

億
４
千　

万
９
千
円
で
前
年
度
対

５８０

比
５
・
３
％
の
増
、
歳
出
総
額
が

　

億
４
千　

万
４
千
円
で
前
年
度

４０２

３５３

対
比
４
・
２
％
の
増
と
な
り
ま
し

た
。
形
式
収
支
は　

億　

万
５
千

２１

２２７

円
で
、
東
小
金
井
駅
北
口
土
地
区

画
整
理
事
業
委
託
料
等
４
件
に
よ

る
翌
年
度
へ
の
繰
越
財
源
１
億　
３５９

万
２
千
円
を
差
し
引
い
た
実
質
収

支
は
、　

億
９
千　

万
３
千
円
と

１９

８６８

な
り
、
前
年
度
か
ら
４
億
５
千　
６６７

万
７
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
結
果
、
実
質
収
支
比
率
は

８
・
８
％
と
な
り
、
前
年
度
か
ら

１
・
７
ポ
イ
ン
ト
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

　

主
な
財
政
指
標
に
つ
い
て
は
、

人
件
費
比
率
は　

％
で
、
前
年
度

１５

か
ら
０
・
３
ポ
イ
ン
ト
の
減
と
な

り
ま
し
た
。
（
図
Ａ
）

　

経
常
収
支
比
率
は
、
前
年
度
の

　

・
８
％
か
ら　

・
７
％
に
、
分

９０

９２

母
か
ら
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
い

た
場
合
も
同
様
と
な
り
ま
し
た
。

算
定
式
の
分
母
と
な
る
経
常
一
般

財
源
は
、
市
税
収
入
が
増
と
な
っ

た
も
の
の
地
方
譲
与
税
お
よ
び
税

連
動
交
付
金
の
減
等
に
よ
り
全
体

で
１
億
３
千　

万
５
千
円
の
減
と

９７７

な
り
ま
し
た
。
一
方
、
分
子
と
な

る
経
常
経
費
に
充
当
す
る
一
般
財

源
等
は
、
公
債
費
が
減
と
な
っ
た

る
も
の
さ
が
し
」
の
視
点
と
限
ら

れ
た
行
政
経
営
資
源
の
有
効
活
用

に
よ
り
、
「
誇
り
の
持
て
る
小
金

井
」
、「
住
み
続
け
た
い
と
願
わ
れ

る
小
金
井
」
、「
市
民
力
が
結
集
さ

れ
た
小
金
井
」
を
共
に
創
造
し
て

ま
い
り
ま
す
。

 　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
、
下

水
道
事
業
特
別
会
計
、
介
護
保
険

特
別
会
計
、
後
期
高
齢
者
医
療
特

別
会
計
の
４
つ
の
特
別
会
計
を
設

置
し
て
こ
れ
ら
の
経
理
を
明
確
に

し
て
い
ま
す
。
（
左
表
）

特
別
会
計

【一般財源】市税、地方交付税など、使い道が制限さ
れない収入
【経常一般財源等】一般財源のうち、毎年経常的に収
入される財源、主に地方税や地方譲与税
【形式収支】歳入決算総額から歳出決算総額を単純に
差し引いた額
【経常収支比率】市税など経常的に入ってくる収入が、
義務的で固定的に支出される経費（人件費、扶助費、
公債費など）にどれだけ使われているか示したもの
【実質収支】形式収支から、翌年度へ繰り越すべき財
源を差し引いた額
【類似団体】都市の態様を決定する要素のうち、人口、
産業構造の類似した普通地方公共団体。多摩地区で
は、速報値によると、武蔵野市、国分寺市、東久留米
市、多摩市が本市の類似団体となります
【投資的経費】普通建設事業費（道路の新設、学校の
建設などの経費）、失業対策事業費、災害復旧事業費
をいいます
【普通会計】地方財政統計上便宜的に用いられる会計
区分で、一般会計のほか、特別会計のうち地方公営事
業会計に係るもの以外の会計。他市との財政状況の比
較は、この会計の数値で行っています
【一般会計】特別会計を含まないすべての歳入、歳出
を経理する会計
【地方財政状況調査】地方自治法等の規定に基づき、
総務省が毎年定期的に行う全国統一基準の普通会計決
算の数値を用いた統計調査。地方財政を分析・検討す
る基礎となります

【用語説明】

も
の
の
、
人
件
費
、
物
件
費
、
扶

助
費
、
補
助
費
等
が
増
と
な
っ
た

こ
と
か
ら
全
体
で
３
億　

万
２
千

８３４

円
の
増
と
な
り
、
１
・
９
ポ
イ
ン

ト
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
（
図

Ｂ
）

　

現
在
、
本
市
の
人
口
は
微
増
傾

向
に
あ
り
ま
す
が
、
高
齢
者
は
さ

ら
に
増
加
し
社
会
保
障
費
も
増

え
、
生
産
年
齢
人
口
は
い
ず
れ
減

少
し
、
市
税
も
減
っ
て
い
く
「
人

口
減
少
社
会
」
と
い
う
社
会
潮
流

の
中
、
多
額
の
財
源
を
必
要
と
す

る
重
要
課
題
と
し
て
、
老
朽
化
し

た
公
共
施
設
等
の
一
斉
更
新
、
安

定
的
な
ご
み
処
理
体
制
の
確
立
、

待
機
児
童
解
消
等
の
子
育
て
支

援
、
駅
周
辺
の
ま
ち
づ
く
り
、
さ

ら
な
る
高
齢
化
へ
の
対
応
、
新
庁

舎
お
よ
び
（
仮
称
）
新
福
祉
会
館

の
建
設
等
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、

こ
れ
か
ら
の
行
財
政
運
営
は
、
市

民
目
線
の
改
革
で
あ
る
「
行
財
政

改
革
プ
ラ
ン
２
０
２
０
」
と
次
世

代
に
責
任
を
果
た
す
「
市
公
共
施

設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
に
基
づ
き
、

将
来
課
題
を
先
送
り
せ
ず
計
画
し

た
事
業
を
着
実
に
推
進
し
、
「
あ

一
般
会
計


